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第一部【企業情報】 
  

第１【企業の概況】 
  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第16期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 18,406,904 18,131,675 22,770,593 37,216,522 37,736,830

経常利益（千円） 1,330,333 1,665,591 2,031,590 3,264,615 3,287,394

中間（当期）純利益（千円） 490,313 797,776 1,136,542 1,458,793 1,346,002

純資産額（千円） 21,358,891 22,920,647 29,566,988 22,417,969 23,439,305

総資産額（千円） 31,667,095 30,721,928 41,454,163 33,139,905 32,454,369

１株当たり純資産額（円） 1,041.08 1,117.24 1,186.16 1,092.73 1,142.55

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

23.90 38.89 45.60 71.11 65.61

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 67.45 74.61 71.32 67.65 72.22

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

958,057 1,264,678 2,289,049 3,401,104 3,395,329

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

442,776 △ 1,216,787 △ 2,386,734 341,913 △ 2,049,585

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

△  979,412 △ 896,387 685,572 △ 1,379,906 △ 3,161,322

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（千円） 

4,854,632 5,947,008 6,133,633 6,792,921 4,984,159

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

1,843 
［1,259］

1,839
［1,122］

2,362
［1,364］

1,814 
［1,279］

1,974
［1,252］



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 15,997,175 15,768,858 17,671,570 32,164,909 32,276,217

経常利益（千円） 1,314,158 1,690,700 2,107,678 3,211,621 3,519,584

中間（当期）純利益（千円） 473,076 920,047 1,201,628 1,422,531 1,868,121

資本金（千円） 5,641,750 5,641,750 5,641,750 5,641,750 5,641,750

発行済株式総数（株） 20,520,000 20,520,000 24,931,500 20,520,000 20,520,000

純資産額（千円） 22,062,666 23,727,098 30,833,449 23,105,052 24,640,844

総資産額（千円） 29,885,842 30,512,096 38,003,096 31,020,866 30,910,885

１株当たり純資産額（円） 1,075.39 1,156.55 1,237.00 1,126.22 1,201.12

１株当たり中間（当期）純利益
（円） 

23.06 44.85 48.21 69.34 91.06

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － 13.00 20.00 20.00

自己資本比率（％） 73.82 77.76 81.13 74.48 79.72

従業員数 
［外、平均臨時雇用者数］(人) 

1,707 
［1,150］

1,715
［930］

1,926
［741］

1,684 
［1,077］

1,720
［922］



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社と株式会社ユニマットクリーンライフとの合併により、当社グループ（当社及び当社の関

係会社）はレンタル事業に進出いたしました。 

 これにより、当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社ユニマットライフ（当社）及び子会社５社により構成さ

れており、ＯＣＳ事業、レンタル事業及び飲食事業等を行っております。 

 当中間連結会計期間における、各部門に係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。 

＜ＯＣＳ事業＞ 

 主な事業内容の変更及び主な関係会社の異動はありません。 

＜レンタル事業＞ 

 平成18年４月に、株式会社ユニマットクリーンライフとの合併により、新たに進出いたしました。 

 主な事業内容は、マット、モップ、空気清浄機及び浄水器等の環境美化用品をルートシステムにより一般事業所等へのレンタ

ル及び販売する事業等であります。 

＜飲食事業（旧カフェ＆レストラン事業）＞ 

 当中間連結会計期間において、「カフェ＆レストラン事業」から名称を変更しております。 

 なお、主な事業内容の変更はありませんが、株式会社ユニマットリレーションは、平成18年４月１日付でユニマットキャラバ

ン株式会社に吸収合併されました。 

＜その他の事業＞ 

 従来の「不動産賃貸事業」は、売上高及び営業利益（営業損失）の金額的重要性が乏しくなったため、「その他の事業」に含

めております。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注） 議決権の被所有割合の（ ）内は、当該会社の緊密な者の被所有割合で外数であります。 

  

 また、当中間連結会計期間において、連結子会社であった株式会社ユニマットリレーションは平成18年４月１日付で連結子会

社のユニマットキャラバン株式会社に吸収合併されたため、連結子会社でなくなりました。 

  

 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主な事業の内容
議決権の被所有
割合（％） 

関係内容 

（親会社）       

株式会社ユニマットホ
ールディング（注） 

東京都港区 100,000 保有資産の管理
42.0％
(10.2％) 

役員の兼任２名



４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものであり

ます。 

３．前連結会計年度末に比べ従業員数が388人及び臨時雇用者数が112人それぞれ増加しておりますが、この増加の主な理由

は株式会社ユニマットクリーンライフとの合併によるものであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者は含めております。）であり、臨時雇

用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

    ２．前事業年度末に比べ従業員数が206人増加しておりますが、この増加の主な理由は、飲食事業を子会社へ譲渡したことに

より減少したものの、株式会社ユニマットクリーンライフとの合併により増加したためであります。 

    ３．前事業年度末に比べ臨時雇用者数が181人減少しておりますが、この減少の主な理由は、飲食事業を子会社へ譲渡したこ

とによるものであります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 当社は、労働組合が結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

ＯＣＳ事業 1,562 (405) 

レンタル事業 315 (192) 

飲食事業 312 (723) 

その他の事業 99 (30) 

全社（共通） 74 (14) 

合計 2,362 (1,364) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,926 (741) 



第２【事業の状況】 
  

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間期における我が国経済は、原油価格及び原材料価格の高騰や金利上昇などがあったものの、企業収益の持続的な改善

や民間設備投資の増加などにより景気は引き続き回復基調を見せております。 

 このような経済環境の下で、当社グループでは、本年４月１日、当社（旧株式会社ユニマットオフィスコ：存続会社）と旧

株式会社ユニマットクリーンライフが合併して、新商号を株式会社ユニマットライフといたしました。この合併によって両社

それぞれのコア事業であるＯＣＳ事業とレンタル事業をシナジー効果とスケールメリットにより、事業の拡大と物流・営業・

管理等の効率化による収益力の強化を図れる体制を構築して、業績の拡大に努めました。 

 また、飲食事業では、飲食に関わる同セグメントを一元化するため、カフェとレストランの飲食店舗及びコーヒー焙煎工場

等を子会社ユニマットキャラバン株式会社に経営資源を集約して、経営効率の向上を図るとともに、より一層の収益力と事業

基盤の強化を目的に、子会社同士の合併と当社からの営業譲渡による企業再編を実施いたしました。 

 このことにより、当社は、ＯＣＳ事業とレンタル事業のシナジー効果を目指すべく双方の営業基盤を活用して、顧客獲得に

傾注いたしました。特に、首都圏及び大阪圏において顧客基盤を中心とするレンタル事業では、全国展開しているＯＣＳ事業

の販売チャンネルを利用したレンタル事業の拡大を目指しました。 

 子会社においては、飲食事業のカフェとレストランの経営資源を集約化したことで、経営の効率化と意思決定の迅速化及び

店舗の多業態化によって、収益の向上と競争力のある出店が可能となり、優位性のある条件の出店や店舗の業態変更を実行す

るとともに、既存店については店舗オペレーションの効率化を進めました。 

 これらの結果、当中間期の連結業績につきましては、売上高は、概ね各事業共計画通りに進捗した結果、計画比では70百万

円の増加となり、前中間期比では25.6％増の227億70百万円（合併した旧株式会社ユニマットクリーンライフの前中間期実績を

含めた実質的な当中間期の伸長率は（以下同とする。）6.8％増）となりました。 

 合併に伴い、企業結合会計基準によりのれん償却費１億17百万円が発生いたしましたが、合併効果による全社的なコスト削

減策の結果、営業利益は、計画比では２億41百万円の増加となり、前中間期比では13.4％増の19億31百万円（同4.4％減）とな

りました。 

 経常利益は、計画比２億91百万円の増加となり、前中間期比では22.0％増の20億31百万円（同2.6％増）となりました。 

 前中間期に計上した飲食事業の店舗閉鎖による固定資産除却損や賃借物件解約損等が減ったことにより、特別損益は前中間

期に比べ４億38百万円の損失減少となりました。 

 当中間純利益につきましては、計画比２億76百万円の増加となり、前中間期比では42.5％増の11億36百万円（同17.4％増）

となりました。 

  

 当中間連結会計期間の事業の種類別セグメントの業績は下記のとおりであります。 

①ＯＣＳ事業 

 ＯＣＳ事業におきましては、当期の重点実施事項として、「コーヒー売上の拡大」と「コーヒーサーバー稼働台数の増

大」を目標に掲げました。近年、レギュラーコーヒーの売上がデフレ経済に伴って販売価格が下落して、毎年２％程度減少

している中で、その減少傾向を抑えるべく、高販売価格の商品や当社オリジナル商品の「キャラバン」・「可否茶館」ブラ

ンドの高品質なレギュラーコーヒーを積極的に販売いたしました。また、コーヒーサーバー機の撤去率を引き下げるべく、

ルートセールス等によりカスタマーサービスを強化して顧客満足度の向上に努めました。 

 新規顧客においては、多様化する顧客ニーズに併せ従来型のコーヒーサーバーをはじめとした、エスプレッソサーバーや

ティーサーバー、ウォーターサーバーの積極的展開を図りました。 

 また、大手企業への従業員用福利厚生サービスとして、カフェラウンジの展開も都内８店舗、大阪１店舗となり、ＯＣＳ

事業の囲い込み効果とその他サービスへの提供も順調に推移いたしました。 

 これらの結果、コーヒーサービスの売上高は前年同期比0.9％減に留めて93億71百万円となりましたが、ティーサービス・

ウォーターサービス売上高は、好調を持続しそれぞれ前年同期比22.8％増の32億13百万円・11.9％増の２億80百万円となり

ました。 

 企業内に出店する「カフェラウンジ」や、スープ・ギフト等の手売り販売売上高は前年同期比16.6％増の７億60百万円と

なりました。 

 ＯＣＳ事業全体のサーバー機稼動台数は、197,937台（前期末比5,751台増）となり、売上高は、前年同期比4.4％増の136

億27百万円となりました。 

 サーバー機稼動台数の内訳は、コーヒーサーバー165,083台（前期末比2,185台増）、ティーサーバー25,776台（前期末比

2,803台増）、ウォーターサーバー7,078台（前期末比763台増）となっております。 

 営業利益は前年同期比0.5％増の24億93百万円となりました。 

  
 



②レンタル事業 

 レンタル事業におきましては、合併統合により、ＯＣＳ事業の全国ベースでの顧客基盤と人的な組織営業力を梃子にシナ

ジー効果を求めるべく、積極的な営業拡大を図りました。 

 その結果、レンタル事業の主要商品であるマット・モップ・空気清浄機等の契約数の増加が顕著となり、売上高は順調に

推移いたしました。また、クリーンメンテナンス部門では、定期清掃及び小口顧客の幅広いニーズに対応し、順調な受注契

約の獲得により、売上高は好調に推移いたしました。 

 これらの結果、レンタル事業売上高は34億37百万円となり、営業利益は５億94百万円となりました。 

  

③飲食事業 

 当社グループの飲食事業におきましては、企業再編によりカフェとレストランの店舗及びコーヒー焙煎等の事業の経営資

源を一元化して子会社ユニマットキャラバン株式会社に集約いたしました。 

 事業の集約化・再編により飲食事業の収益力の向上と事業基盤の強化を図ることで、当社グループ全体の経営効率が発揮

できる組織整備を実施いたしました。 

 顧客の嗜好や立地条件の変化に応じた店舗造りを目指して、顧客満足度を高め高品質なサービスと効率的な店舗オペレー

ションを進めました。 

 一方では、飲食店舗の各ブランドが持つ特徴を活かしつつ、どの立地においても最適な出店が可能となる業態開発にも取

り組んでまいりました。 

 コーヒー事業については、「キャラバン」ブランドや「可否茶館」ブランドの持つ高いクオリティーを活かし、従来の販

売戦略をよりエンドユーザーへの販売強化を図るため、直営ショップの展開やネット通販などによる新たなチャンネル作り

により、リテール市場への参入を推進いたしました。 

 当中間期末の店舗数につきましては、３店舗を出店、２店舗を業態変更、７店舗を閉店した結果、全体の店舗数は94店舗

となりました。 

 店舗内訳は、カフェ部門では「カフェラミル」・「ニナス」・「可否茶館」・「ドゥリエール」・「キャラバン」・「ベ

ストビーンズコーヒー」のカフェとショップで80店舗となりました。 

 レストラン部門では、フレンチカフェレストランの「オーバカナル」６店・和風スタイルの「五楓銀座」及びイタリアン

バールの「デイアーナ」等の個別店で８店となり、部門合計では14店舗となりました。 

 この結果、飲食事業の売上高は、前年度の10月にキャラバンコーヒー株式会社を子会社化して、連結範囲に含めたことか

ら、前年同期に比べ71.5％増の59億18百万円となりました。 

 利益面におきましては、飲食事業の経営資源を集約して経営効率化・合理化を図り、全体的なコストコントロールにより

売上高営業費用比率は、前年同期に比べ1.1ポイントの減少となりました。 

 営業利益は、前年同期に比べ196.7％増の１億46百万円となりました。 

  

④その他の事業 

 事業多角化の一環としてスタートしたその他の事業では、高齢化社会への対応としてシニア向け介護サービスのケアサ

ポート事業を行う子会社株式会社ユニマットケアサポートは、１施設増加して６施設となり、順調に利用客を伸ばしてお

り、概ね計画通りに進捗しております。調剤薬局の２店舗と企業向け通信管理費支払業務等の事業については、顧客獲得に

注力するなど集客を図っておりますが計画を下回っております。 

 なお、従来、独立掲記していた不動産賃貸事業は、売上高及び営業利益（営業損失）に金額的重要性が乏しくなったた

め、当事業に含めて記載しております。 

 売上高は、３億77百万円（※前年同期は18億８百万円）となり、１億38百万円の営業損失（※前年同期は55百万円の営業

利益）の計上となりました。 

 ※ 前中間期の実績には前事業年度の８月に資本関係を解消して連結除外した、浄水器等の製造・販売子会社であった

ファミリー・サービス・エイコー株式会社の売上高15億36百万円及び営業利益１億44百万円が含まれております。 

  

 



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物は、有形固定資産の取得による支出、投資有価証券の取得による支出等の

要因により一部相殺されたものの、税金等調整前中間純利益が20億７百万円（前年同期比66.9％増）と大きく増加したこと、

有形固定資産の売却による収入等により、現金及び現金同等物は５億87百万円増加（前中間連結会計期間は８億45百万円の支

出）し、また、株式会社ユニマットクリーンライフとの合併に伴い５億62百万円増加したことにより、当中間期末残高は61億

33百万円となりました。 

  

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は22億89百万円（前年同期比81.0％増）となりました。これは主に大きく増加した税金等調

整前中間純利益20億７百万円による増加と、減価償却費、のれん償却費及びレンタル資産償却費12億27百万円の非資金支出

費用の計上による増加、法人税等の支払額５億52百万円による減少等によるものであります。 

  

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は23億86百万円（前年同期比96.2％増）となりました。これは主に有形固定資産の取得及び

売却により10億８百万円増加する一方、投資有価証券の取得により35億37百万円減少したこと等によるものであります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は６億85百万円（前中間連結会計期間は８億96百万円の支出）となりました。これは主に社

債の発行及び短期借入れによる調達で20億48百万円増加する一方、借入金の返済９億16百万円、配当金の支払額４億10百万

円による減少等によるものであります 

 



２【仕入及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。なお、当中間連結会計期間のＯＣＳ事業のレギュラーコーヒー

は、子会社ユニマットキャラバン株式会社から当社が仕入れた447,850千円が消去されております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．上記の金額には、原材料仕入を含めて記載しております。 

  

(2) 販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．従来、独立掲記していた不動産賃貸事業は、その他の事業に含めて記載しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

  レギュラーコーヒー（千円） 578,553 63.4 

  附帯品（千円） 941,556 100.4 

  清涼飲料等（千円） 1,145,610 96.6 

  その他（千円） 333,320 193.7 

  ＯＣＳ事業（千円） 2,999,040 93.5 

  レンタル（千円） 47,976 － 

  販売商品（千円） 370,540 － 

  その他（千円） 7,196 － 

  レンタル事業（千円） 425,713 － 

  カフェ部門（千円） 2,200,871 571.5 

  レストラン部門（千円） 337,108 89.5 

  飲食事業（千円） 2,537,980 333.2 

  その他の事業（千円） 113,224 20.8 

  合計（千円） 6,075,958 134.6 

事業の種類別セグメントの名称
当中間連結会計期間

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前年同期比（％） 

  レギュラーコーヒー（千円） 7,855,324 99.7 

  附帯品（千円） 1,215,388 100.7 

  清涼飲料等（千円） 3,646,314 111.1 

  その他（千円） 910,210 140.2 

  ＯＣＳ事業（千円） 13,627,238 104.7 

  レンタル（千円） 2,450,123 － 

  販売商品（千円） 525,483 － 

  クリーンメンテナンス 416,849 － 

  その他（千円） 27,943 － 

  レンタル事業（千円） 3,420,400 － 

  カフェ部門（千円） 4,140,687 201.8 

  レストラン部門（千円） 1,247,179 90.2 

  飲食事業（千円） 5,387,866 156.9 

  その他の事業（千円） 335,088 19.9 

  合計（千円） 22,770,593 125.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 
  

１【主要な設備の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、当社がレンタル事業を行っている株式会社ユニマットクリーンライフを合併したことによ

り、同社の埼玉工場及び滋賀工場が新たに当社グループの主要な設備となりました。その設備の状況は、次のとおりでありま

す。 

（注） 帳簿価額のその他は、機械装置及び運搬具、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

  

(2) 当中間連結会計期間において、売却した主要な設備は次のとおりであります。 

（注） 帳簿価額のその他は、工具器具備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

  

会社名 事業所名（所在地） 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額
従業員数
外（臨時
従業員） 
（人） 

建物及び構
築物 
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

提出会社 

埼玉工場 
（埼玉県本庄市児玉町） 

レンタル事業 
クリーニング
設備 

271,518
60,500

(4,990.44)
9,382 341,401 

4
(26)

滋賀工場 
（滋賀県湖南市） 

レンタル事業 
クリーニング
設備 

69,671
165,471

(7,353.07)
30,119 265,263 

3
(13)

会社名 事業所名（所在地） 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容

帳簿価額

建物及び構築
物 
（千円） 

土地
（千円） 
(面積㎡) 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

提出会社 

東京都港区六本木 － 土地・建物 25,089
1,042,775
(666.92)

－ 1,067,865

美術館他 
（神奈川県下足柄郡箱根町） 

全社資産他 
土地・建物
店舗設備他 

521,830
384,767
(948.41)

48,432 955,031



第４【提出会社の状況】 
  

１【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注） 株式会社ユニマットクリーンライフとの合併（合併比率１：173）による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

 （注） 上記信託銀行の保有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 資産管理サービス信託銀行株式会社     882千株 

 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 318千株 

 日本マスタートラスト信託銀行株式会社   212千株 

 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 99,000,000 

計 99,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月22日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 24,931,500 24,931,500 東京証券取引所市場第一部 － 

計 24,931,500 24,931,500 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日 
（注） 

4,411,500 24,931,500 － 5,641,750 5,959,936 11,185,186

    平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社ユニマットホールディング 東京都港区南青山２－12－14 10,427 41.82 

日本たばこ産業株式会社 東京都港区虎ノ門２－２－１ 3,739 15.00 

髙橋 洋二 沖縄県宮古島市 1,929 7.74 

資産管理サービス信託銀行株式会社 東京都中央区晴海１－８－12 885 3.55 

モルガン・スタンレーアンドカンパニー
インク 
（常任代理人 モルガン・スタンレー証
券会社東京支店） 

1585 BROADWAY NEW YORK,NEW YORK 
10036,U.S.A. 
（東京都渋谷区恵比寿４－20－３ 
恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

709 2.85 

髙橋 章恵 東京都渋谷区 600 2.41 

ユニマットライフ社員持株会 東京都港区南青山２－12－14 355 1.43 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社 

東京都中央区晴海１－８－11 318 1.28 

ユニマットライフ取引先持株会 東京都港区南青山２－12－14 243 0.98 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 東京都港区浜松町２－11－３ 212 0.85 

計 － 19,420 77.90 



(5) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,900株（議決権の数49個）含まれております。

  

②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   5,400 －
権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 24,859,200 248,592 同上 

単元未満株式 普通株式  66,900 － 同上 

発行済株式総数 24,931,500 － － 

総株主の議決権 － 248,592 － 

     平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社ユニマットラ
イフ 

東京都港区南青山
２丁目12番14号 

5,400 － 5,400 0.02

計 － 5,400 － 5,400 0.02

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 1,997 1,876 1,690 1,523 1,582 1,592 

最低（円） 1,700 1,488 1,440 1,302 1,389 1,421 



第５【経理の状況】 
  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間

連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表については監査法人トーマツ

により中間監査を受け、また、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当

中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）中間財務諸表についてはあずさ監査法人により中間監査を受けて

おります。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

  前中間連結会計期間及び前中間会計期間  監査法人トーマツ 

  当中間連結会計期間及び当中間会計期間  あずさ監査法人 

  

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金    5,947,008 6,133,633  4,984,159 

２．受取手形及び売掛
金 

※３  2,152,739 3,657,369  2,957,850 

３．棚卸資産    942,420 998,153  961,877 

４．短期貸付金    － 5,000,000  5,000,000 

５．その他    996,409 1,176,706  1,103,819 

６．貸倒引当金    △  7,960 △  5,330  △  34,099 

流動資産合計    10,030,617 32.7 16,960,533 40.9  14,973,606 46.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産       

(1) 建物及び構築物 ※1,2 4,172,349  2,004,068 2,221,020  

(2) 工具器具備品 ※1,2 1,321,046  1,327,325 1,326,892  

(3) ＯＣＳ貸与備品 ※１ 2,391,616  2,643,949 2,483,645  

(4) 土地 ※２ 4,059,698  1,244,088 2,445,659  

(5) その他 ※1,2 81,505 12,026,216 39.1 92,435 7,311,866 17.6 121,768 8,598,987 26.5

２．無形固定資産       

(1) のれん   －  5,461,929 －  

(2) その他   528,337 528,337 1.7 341,563 5,803,493 14.0 1,293,718 1,293,718 4.0

３．投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   4,663,486  6,619,411 3,990,688  

(2) 敷金保証金   3,182,699  3,338,787 3,287,538  

(3) レンタル資産   －  589,395 －  

(4) その他   290,498  849,480 345,378  

(5) 貸倒引当金   △  3,928 8,132,755 26.5 △ 36,378 11,360,697 27.4 △ 35,549 7,588,056 23.4

固定資産合計    20,687,310 67.3 24,476,056 59.0  17,480,762 53.9

Ⅲ 繰延資産    4,000 0.0 17,572 0.1  － －

資産合計    30,721,928 100.0 41,454,163 100.0  32,454,369 100.0

        



  

 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形及び買掛
金 

   1,729,586 2,391,417  1,933,140 

２．短期借入金    － 670,000  470,000 

３．１年内返済予定長
期借入金 

   120,000 775,539  398,044 

４．未払法人税等    － 946,828  458,761 

５．賞与引当金    608,498 767,188  608,386 

６．その他    2,308,110 2,564,318  2,378,174 

流動負債合計    4,766,196 15.5 8,115,292 19.6  6,246,506 19.3

Ⅱ 固定負債       

１．社債    1,050,000 1,350,000  － 

２．長期借入金    270,000 203,100  721,181 

３．退職給付引当金    1,169,942 1,839,673  1,668,585 

４．役員退職慰労引当
金 

   242,745 254,220  248,574 

５．その他    301,764 124,889  129,539 

固定負債合計    3,034,453 9.9 3,771,882 9.1  2,767,880 8.5

負債合計    7,800,649 25.4 11,887,174 28.7  9,014,386 27.8

        



  

  

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）       

少数株主持分    631 0.0 － －  676 0.0

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    5,641,750 18.4 － －  5,641,750 17.4

Ⅱ 資本剰余金    5,225,260 17.0 － －  5,225,260 16.1

Ⅲ 利益剰余金    11,161,166 36.3 － －  11,709,392 36.1

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   899,766 2.9 － －  866,505 2.6

Ⅴ 為替換算調整勘定    △  1,489 △0.0 － －  3,269 0.0

Ⅵ 自己株式    △  5,806 △0.0 － －  △  6,873 △0.0

資本合計    22,920,647 74.6 － －  23,439,305 72.2

負債、少数株主持分
及び資本合計 

   30,721,928 100.0 － －  32,454,369 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１．資本金    － － 5,641,750 13.6  － －

２．資本剰余金    － － 11,185,216 27.0  － －

 ３．利益剰余金    － － 12,435,637 30.0  － －

 ４．自己株式    － － △  7,448 △0.0  － －

  株主資本合計    － － 29,255,155 70.6  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

 １．その他有価証券評
価差額金 

   － － 308,398 0.7  － －

 ２．為替換算調整勘定    － － 2,727 0.0  － －

  評価・換算差額等合
計 

   － － 311,126 0.7  － －

Ⅲ 少数株主持分    － － 706 0.0  － －

純資産合計    － － 29,566,988 71.3  － －

負債純資産合計    － － 41,454,163 100.0  － －

        



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    18,131,675 100.0 22,770,593 100.0  37,736,830 100.0

Ⅱ 売上原価    7,022,442 38.7 10,860,872 47.7  15,331,285 40.6

売上総利益    11,109,233 61.3 11,909,721 52.3  22,405,544 59.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  9,406,493 51.9 9,978,085 43.8  18,940,778 50.2

営業利益    1,702,739 9.4 1,931,635 8.5  3,464,765 9.2

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息及び受取
配当金 

  6,664  82,915 28,502  

２．受取賃貸料   13,223  43,319 31,780  

３．美術館収入   18,958  － 36,370  

４．その他   33,081 71,927 0.4 64,658 190,893 0.8 57,055 153,708 0.4

Ⅴ 営業外費用       

 １．支払利息   －  13,718 30,412  

２．賃貸費用   12,465  39,102 28,152  

３．営業権償却費   77,025  － 156,446  

４．その他   19,585 109,075 0.6 38,118 90,938 0.4 116,068 331,079 0.9

経常利益    1,665,591 9.2 2,031,590 8.9  3,287,394 8.7

Ⅵ 特別利益       

１．固定資産売却益 ※２ 124,606  185,730 305,247  

２．関係会社株式売却
益 

  62,435  － 62,435  

３．前期損益修正益 ※３ －  45,562 －  

４．その他   4,743 191,784 1.0 10,234 241,527 1.1 － 367,683 1.0

Ⅶ 特別損失       

１．固定資産除却損   395,404  40,591 651,630  

２．固定資産売却損 ※４ －  195,036 56,283  

３．賃借物件解約損   109,529  19,472 176,271  

４．投資有価証券強制
評価減 

  142,659  － －  

５．減損損失 ※５ －  10,130 －  

６．その他   6,810 654,404 3.6 － 265,231 1.2 166,441 1,050,626 2.8

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,202,972 6.6 2,007,886 8.8  2,604,451 6.9

法人税、住民税及
び事業税 

  428,458  863,637 1,235,965  

法人税等調整額   △  33,277 395,180 2.2 32,669 896,307 3.9 12,486 1,248,451 3.3

少数株主利益（少
数株主損失△） 

   10,016 0.0 △ 24,963 △0.1  9,997 0.0

中間（当期）純利
益 

   797,776 4.4 1,136,542 5.0  1,346,002 3.6

        



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

    中間連結剰余金計算書 

  

中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円）

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    5,225,260 5,225,260

Ⅱ 資本剰余金中間期末(期末)
残高 

   5,225,260 5,225,260

     

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    10,773,702 10,773,702

Ⅱ 利益剰余金増加高    

中間（当期）純利益   797,776 797,776 1,346,002 1,346,002

Ⅲ 利益剰余金減少高    

配当金   410,312 410,312 410,312 410,312

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)
残高 

   11,161,166 11,709,392

     

  

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有
価証券評
価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 5,641,750 5,225,260 11,709,392 △  6,873 22,569,530 866,505 3,269 869,775 676 23,439,982

中間連結会計期間中の変動額           

合併による増加  5,959,936   5,959,936     5,959,936

剰余金の配当 (注)   △ 410,297  △ 410,297     △ 410,297

中間純利益   1,136,542  1,136,542     1,136,542

自己株式の取得    △   834 △   834     △   834

自己株式の処分  19  258 278     278

株主資本以外の項目の中間
連結会計期間中の変動額
（純額） 

     △558,106 △  542 △558,649 29 △ 558,619

中間連結会計期間中の変動
額合計（千円）  5,959,956 726,245 △   575 6,685,625 △558,106 △  542 △558,649 29 6,127,005

平成18年９月30日 残高 
（千円） 5,641,750 11,185,216 12,435,637 △  7,448 29,255,155 308,398 2,727 311,126 706 29,566,988



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)
純利益 

  1,202,972 2,007,886 2,604,451 

減価償却費   766,367 752,122 1,629,554 

レンタル資産償却費   － 211,427 － 

のれん償却費   － 263,950 － 

連結調整勘定償却額   22,554 － 123,963 

営業権償却費   77,025 － 156,446 

貸倒引当金の増（減）額   △   7,227 △  33,796 △   4,365 

賞与引当金の増（減）額   16,658 57,251 16,546 

退職給付引当金の増
（減）額 

  98,662 △  85,249 △   49,001 

役員退職慰労引当金の増
（減）額 

  3,608 △  101,636 9,436 

受取利息及び受取配当金   △   6,664 △  82,915 △   28,502 

受取賃貸料   △   13,223 △  43,319 △   31,780 

支払利息   7,875 13,718 30,412 

賃貸費用   12,465 39,102 28,152 

固定資産除却損   395,404 40,591 651,630 

固定資産売却損   6,810 195,036 56,283 

減損損失   － 10,130 － 

投資有価証券強制評価減   142,659 － － 

関係会社株式売却益   △   62,435 － △   62,435 

売上債権の（増）減額   249,175 △  97,809 77,970 

棚卸資産の（増）減額   △   47,804 6,436 127,398 

仕入債務の増（減）額   △  183,937 15,953 △  604,124 

レンタル資産の（増）減
額 

  － △  203,521 － 

未払消費税等の増（減）
額 

  △  148,261 △  135,840 △   27,271 

その他   △  587,673 △  68,886 51,449 

小計   1,945,012 2,760,634 4,756,214 

利息及び配当金の受取額   6,650 91,545 19,452 

受取賃貸料の受取額   14,147 35,975 31,608 

利息の支払額   △   7,484 △  10,819 △   34,935 

賃貸費用の支払額   △   9,376 △  35,869 △   21,974 

法人税等の支払額   △  684,270 △  552,416 △ 1,355,035 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  1,264,678 2,289,049 3,395,329 



  
  

  次へ 

    
前中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の連結 
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

有形固定資産の取得によ
る支出 

  △  703,563 △ 1,012,505 △  886,513 

有形固定資産の売却によ
る収入 

  1,115,601 2,020,871 4,566,531 

投資有価証券の取得によ
る支出 

  △ 1,500,000 △ 3,537,060 △ 2,999,435 

投資有価証券の売却によ
る収入 

  － － 2,199,486 

新規連結子会社の取得に
よる収入 

  － － 74,689 

子会社株式取得による支
出 

  △   2,000 － △   37,000 

連結範囲の変更を伴う子
会社株式の売却による支
出 

  △  125,848 － △  125,848 

敷金保証金の差入による
支出 

  △   49,431 △  55,841 △  189,325 

敷金保証金の返戻による
収入 

  196,885 270,002 457,431 

貸付けによる支出   △  118,200 △   1,500 △ 5,121,780 

貸付金の回収による収入   23,376 5,720 52,133 

その他   △   53,608 △  76,421 △   39,955 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △ 1,216,787 △ 2,386,734 △ 2,049,585 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

短期借入れによる収入   200,000 570,000 780,000 

短期借入金の返済による
支出 

  － △  470,000 △  468,000 

長期借入金の返済による
支出 

  △  360,000 △  446,286 △ 1,060,869 

社債の発行による収入   － 1,478,912 － 

社債の償還による支出   △  300,000 － △ 1,975,000 

配当金の支払額   △  410,312 △  410,297 △  410,312 

その他   △   26,074 △  36,756 △   27,141 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △  896,387 685,572 △ 3,161,322 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額 

  2,582 △    472 6,815 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
（減）額 

  △  845,913 587,414 △ 1,808,762 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高 

  6,792,921 4,984,159 6,792,921 

Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同
等物の増加額 

  － 562,060 － 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高 

※１ 5,947,008 6,133,633 4,984,159 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 ５社 連結子会社の数 ５社 連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 連結子会社名 連結子会社名 

  ㈱ユニマットコミュニケーショ

ンズ 

㈱ユニマットリレーション 

㈱ドゥリエール 

上海友尼瑪徳餐飲管理有限公司 

㈱ユニマットケアサポート 

  

 ㈱可否茶館については、平成17

年４月１日付で㈱ユニマットリレ

ーションに吸収合併されたため、

連結の範囲から除いております。 

 ㈱ユニマットボイスについて

は、当中間連結会計期間において

清算したため、連結の範囲から除

いております。 

 また、ファミリー・サービス・

エイコー㈱については、当中間連

結会計期間において全株式を売却

したため連結の範囲から除いてお

ります。 

ユニマットキャラバン㈱ 

㈱ユニマットケアサポート 

上海友尼瑪徳餐飲管理有限公司

㈱ユニマットコミュニケーショ

ンズ 

㈱ドゥリエール 

  

 ㈱ユニマットリレーションにつ

いては、平成18年４月１日付でユ

ニマットキャラバン㈱と合併した

ため、連結の範囲から除いており

ます。 

  

㈱ユニマットコミュニケーショ

ンズ 

㈱ユニマットリレーション 

㈱ドゥリエール 

上海友尼瑪徳餐飲管理有限公司 

㈱ユニマットケアサポート 

キャラバンコーヒー㈱ 

  

 ㈱可否茶館については、平成17

年４月１日付で㈱ユニマットリレ

ーションと合併したため、連結の

範囲から除いております。 

 ㈱ユニマットボイスについて

は、当連結会計年度において清算

したため、連結の範囲から除いて

おります。 

 ファミリー・サービス・エイコ

ー㈱については、当連結会計年度

において全株式を売却したため連

結の範囲から除いております。 

 また、キャラバンコーヒー㈱に

ついては、当連結会計年度におい

て新たに株式を取得したことによ

り、当連結会計年度より連結の範

囲に含めることといたしました。 

２．持分法の適用に関する事

項 

――――――  持分法を適用していない関連

会社（㈱ユニマット美術館）は、

中間純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ、全体と

しても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。 

―――――― 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社のうち上海友尼瑪徳

餐飲管理有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。 

 中間連結財務諸表の作成に当た

っては、同決算日現在の中間財務

諸表を使用しております。ただ

し、中間連結決算日までの間に発

生した重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

同左  連結子会社のうち上海友尼瑪徳

餐飲管理有限公司の決算日は、12

月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たって

は、同決算日現在の財務諸表を使

用しております。ただし、１月１

日から連結決算日３月31日までの

期間に発生した重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行って

おります。 



  

 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 イ 有価証券 イ 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

  ロ デリバティブ ロ    ―――――― ロ デリバティブ 

   時価法    時価法 

  ハ 棚卸資産 ハ 棚卸資産 ハ 棚卸資産 

  (イ)商品 (イ)商品 (イ)商品 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  (ロ)製品 (ロ)製品 (ロ)製品 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  (ハ)原材料 (ハ)原材料 (ハ)原材料 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  (ニ)貯蔵品 (ニ)貯蔵品 (ニ)貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（建物付属設備を

除く）、埼玉工場及び滋賀工場

の建物（建物付属設備を含

む）・構築物・機械装置・工具

器具備品については、定額法を

採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

  建物及び構築物  11～47年 建物及び構築物  ３～49年 建物及び構築物  11～47年 

  ＯＣＳ貸与備品    ５年 ＯＣＳ貸与備品    ５年 ＯＣＳ貸与備品    ５年 

  ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 ロ 無形固定資産 

  (イ)営業権 (イ)のれん (イ)営業権 

   定額法（５年）を採用して

おります。 

 定額法（３～５年）を採用

しております。 

 定額法（５年）を採用して

おります。 

     ただし、㈱ユニマットクリ

ーンライフとの合併に係るの

れんについては、効果の発現

する期間を合理的に見積もっ

た期間（20年）で償却してお

ります。 

  



  
 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (ロ)ソフトウェア（自社利用） (ロ)ソフトウェア（自社利用） (ロ)ソフトウェア（自社利用） 

   社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

 社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採

用しております。 

  (ハ)その他の無形固定資産 (ハ)その他の無形固定資産 (ハ)その他の無形固定資産 

   定額法 同左 同左 

  ハ    ―――――― ハ レンタル資産 ハ    ―――――― 

     レンタル事業において使用す

るレンタル資産については、使

用見込期間にわたる均等償却を

行っております。 

  

(3) 重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 

  ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 ロ 賞与引当金 

   従業員への賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき当

中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

同左  従業員への賞与の支給に備え

るため、翌期支給見込額の当期

負担分を計上しております。 

  ハ 退職給付引当金 ハ 退職給付引当金 ハ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（７年）による

定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理することとしておりま

す。 

  （会計方針の変更）   （会計方針の変更） 

   当中間連結会計期間より

「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正」（企業会計基準第

３号 平成17年３月16日）及び

「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第７号

平成17年３月16日）を適用して

おります。これによる損益に与

える影響はありません。 

   当連結会計年度より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影

響はありません。 



    

  次へ 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ニ 役員退職慰労引当金 ニ 役員退職慰労引当金 ニ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方

法 

イ ヘッジ会計の方法 ―――――― イ ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 また、振当処理の要件を満た

す為替予約取引については、振

当処理を行っております。 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

 また、振当処理の要件を満た

す為替予約取引については、振

当処理を行っております。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対象   ロ ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段…為替予約    ヘッジ手段…為替予約 

   ヘッジ対象…外貨建予定取引    ヘッジ対象…外貨建予定取引 

  ハ ヘッジ方針   ハ ヘッジ方針 

   為替相場の変動リスクを回避

する目的で為替予約を行ってお

ります。 

   為替相場の変動リスクを回避

する目的で為替予約を行ってお

ります。 

  ニ ヘッジ有効性評価の方法   ニ ヘッジ有効性評価の方法 

   為替予約取引の締結時に実需

への振当を行っているため、そ

の対応関係の判定をもって有効

性の判定に代えております。 

   為替予約取引の締結時に実需

への振当を行っているため、そ

の対応関係の判定をもって有効

性の判定に代えております。 

(6) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作

成のための基本となる

重要な事項 

イ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益処

分による特別償却準備金の積立

て及び取崩しを前提として、当

中間連結会計期間に係る金額を

計算しております。 

イ 中間連結会計期間に係る納付

税額及び法人税等調整額は、当

期において予定している特別償

却準備金の取崩しを前提とし

て、当中間連結会計期間に係る

金額を計算しております。 

―――――― 

  ロ 消費税等の会計処理 ロ 消費税等の会計処理 イ 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。  税抜方式によっております。

ただし、固定資産に係る控除対

象外消費税は長期前払費用に計

上し、５年間で均等償却を行っ

ております。 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資、売戻し条件付現先、ＭＭＦ

及び中期国債ファンドからなって

おります。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

   当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

―――――― 

   当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、29,566,282千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

  

―――――― （企業結合に係る会計基準等） ―――――― 

   当中間連結会計期間から「企業結合に係

る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10

月31日)及び「事業分離等に関する会計基

準」(企業会計基準委員会  平成17年12月

27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計適用指針第10号）

を適用しております。 

 中間連結財務諸表規則の改正による中間

連結財務諸表の表示に関する変更は以下の

とおりであります。 

  

  （中間連結貸借対照表）   

   前中間連結会計期間において、「無形固

定資産」に含めていた「営業権」及び「連

結調整勘定」は、当中間連結会計期間から

「のれん」と表示しております。 

  

  （中間連結損益計算書）   

   販売費及び一般管理費として処理してい

た「連結調整勘定償却額」は、当中間連結

会計期間から販売費及び一般管理費の「の

れん償却費」として処理しております。 

  



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  （中間連結キャッシュ・フロー計算書）   

   「連結調整勘定償却額」及び「営業権償

却費」は、当中間連結会計期間から「のれ

ん償却費」として表示しております。 

  

    

 なお、前中間連結会計期間において、営

業外費用として処理していた「営業権償却

費」は、当中間連結会計期間から販売費及

び一般管理費の「のれん償却費」として処

理しております。 

 これにより、営業利益は49,137千円減少

しておりますが、経常利益及び中間純利益

に与える影響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

  

前中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― （中間連結貸借対照表） 

  １．「短期貸付金」は、前中間連結会計期間末まで、流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間

末において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲記いたし

ました。 

  なお、前中間連結会計期間末の「短期貸付金」の金額は

100,000千円であります。 

  ２．「未払法人税等」は、前中間連結会計期間末まで、流動負債の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間

末において金額的重要性が増したため区分掲記いたしました。 

  なお、前中間連結会計期間末の「未払法人税等」の金額は

317,064千円であります。 

  （中間連結損益計算書） 

  １．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「美術館収

入」（当中間連結会計期間は5,698千円）は、営業外収益の総額

の100分の10以下となったため、営業外収益の「その他」に含め

て表示することにいたしました。 

  ２．「支払利息」は、前中間連結会計期間まで、営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間にお

いて営業外費用の総額の100分の10を超えたため、区分掲記いた

しました。 

  なお、前中間連結会計期間の「支払利息」の金額は、7,875千

円であります。 

  ３．「固定資産売却損」は、前中間連結会計期間まで、特別損失の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間連結会計期間

において特別損失の総額の100分の10を超えたため、区分掲記い

たしました。 

  なお、前中間連結会計期間の「固定資産売却損」の金額は、

6,810千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 
  
有形固定資産 6,815,945千円

  
有形固定資産 8,098,212千円 有形固定資産 8,242,977千円

―――――― ※２ 担保に供している資産並びに担保付

債務は次のとおりであります。 

※２ 担保に供している資産並びに担保付

債務は次のとおりであります。 

  
  
建物及び構築
物 

149,086千円 (68,760千円)

機械装置及び
運搬具 

34,934千円 (34,934千円)

工具器具備品 3,995千円 (3,995千円)

土地 561,630千円 (75,716千円)

計 749,647千円(183,406千円)

建物及び構築
物 

89,571千円 (53,222千円)

機械装置及び
運搬具 

35,318千円 (35,318千円)

工具器具備品 4,479千円 (4,479千円)

土地 561,630千円(100,341千円)

計 690,999千円(193,361千円)

  
  

  

１年内返済予
定長期借入金 

575,139千円  

計 575,139千円(280,000千円)

１年内返済予
定長期借入金

267,163千円  

長期借入金 471,841千円  

計 739,004千円(306,079千円)

   上記のうち（ ）内書きは工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

 上記のうち（ ）内書きは工場財団抵

当並びに当該債務を示しております。 

―――――― ※３ 中間連結会計期間末日満期手形 ―――――― 

   中間連結会計期間末日満期手形の会

計処理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。なお、当中

間連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の中間連結会計期

間末日満期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

  

  
  
受取手形 14,805千円

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目

及び金額 
  
給与手当及び賞与 3,859,330千円

賞与引当金繰入額 592,845千円

退職給付費用 255,850千円

役員退職慰労引当金繰
入額 

15,167千円

賃借料 1,541,122千円

  
給与手当及び賞与 4,586,534千円

賞与引当金繰入額 736,267千円

退職給付費用 195,281千円

役員退職慰労引当金繰
入額 

16,338千円

賃借料 1,501,381千円

給与手当及び賞与 8,566,154千円

賞与引当金繰入額 593,195千円

退職給付費用 556,590千円

役員退職慰労引当金繰
入額 

20,995千円

賃借料 3,157,448千円

※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 ※２ 固定資産売却益の内訳 
  
建物 4,162千円

什器備品 118,928千円

土地 1,514千円

計 124,606千円

  

  

工具器具備品 23千円

土地 185,706千円

計 185,730千円
  

工具器具備品 118,659千円

土地 186,588千円

計 305,247千円

―――――― ※３ 前期損益修正益の内訳 ―――――― 
    

前期退職給付引当金過
剰計上分戻し 

45,562千円



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― ※４ 固定資産売却損の内訳 ※４ 固定資産売却損の内訳 
    

  

工具器具備品 5千円

土地 195,031千円

計 195,036千円

建物及び構築物 33,043千円

機械装置及び運搬具  4,633千円

工具器具備品 13,961千円

土地 4,645千円

計 56,283千円

―――――― ※５ 減損損失 ―――――― 

   当中間連結会計期間において、当社

グループは以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。 

  

   (1) 減損損失を認識した資産   
    

資産 

グループ 
用途 種類 場所 

飲食事業
店舗２店 

店舗 
造作設備、
什器備品他

東京都千
代田区他

   (2) 減損損失の認識に至った経緯   

   飲食事業の店舗のうち、２店舗の資

産グループについては、収益性が著し

く低下したため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として認識いたしました。 

  

   (3) 減損損失の金額   
    

建物及び構築物 7,269千円

工具器具備品 2,478千円

投資その他の資産 
その他 

383千円

計 10,130千円

   (4) 資産のグルーピングの方法   

  ① 当社グループは、原則として管理

会計上の事業区分に基づきＯＣＳ事

業、レンタル事業の営業所や、飲食

事業の店舗及びその他の事業の店舗

等を独立したキャッシュフローを生

み出す最小単位として資産をグルー

ピングしております。 

  

  ② 各事業部、本部等の資産グループ

については、所管する部署の共用資

産として資産をグルーピングしてお

ります。 

  

  ③ 本社等管理部門の資産グループに

ついては、全社共用資産として資産

をグルーピングしております。 

  

   (5) 回収可能額の算定方法   

   カフェ店舗のうち、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイナ

スである店舗については、回収可能価

額をないものとして減損損失を計上い

たしました。 

  



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式の増加4,411千株は、株式会社ユニマットクリーンライフとの合併に伴う発行による増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求で売却したことによる減少であります。 

  

２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

  
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（千株） 
当中間連結会計期間

減少株式数（千株） 
当中間連結会計期間

末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式（注）１ 20,520 4,411 － 24,931 

合計 20,520 4,411 － 24,931 

自己株式     

普通株式（注）２，３ 5 0 0 5 

合計 5 0 0 5 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 410,297 20 平成18年３月31日 平成18年６月27日

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資
１株当たり

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年10月31日 
取締役会 

普通株式 324,038 利益剰余金 13 平成18年９月30日 平成18年12月18日

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 
  
現金及び預金勘定 5,947,008千円

現金及び現金同等物 5,947,008千円

  
現金及び預金勘定 6,133,633千円

現金及び現金同等物 6,133,633千円

現金及び預金勘定 4,984,159千円

現金及び現金同等物 4,984,159千円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 
  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

中間期末 
残高相当額 
(千円) 

工具器具備品 284,927 121,347 163,579 

ＯＣＳ貸与備
品 

974,582 233,672 740,910 

有形固定資産
その他 2,028,087 945,847 1,082,240 
(機械装置及
び運搬具) 

(2,028,087) (945,847) (1,082,240)

合計 3,287,597 1,300,867 1,986,730 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額
(千円) 

中間期末 
残高相当額 
(千円) 

工具器具備品 230,936 118,227 112,708 

ＯＣＳ貸与備
品 

1,235,100 471,424 763,675 

有形固定資産
その他 1,556,027 779,996 776,030 
(機械装置及
び運搬具) 

(1,556,027) (779,996) (776,030)

合計 3,022,064 1,369,648 1,652,415 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却累
計額相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具備品 317,327 176,626 140,700 

ＯＣＳ貸与備
品 

1,180,649 345,178 835,471 

有形固定資産
その他 2,169,049 1,063,777 1,105,272 
(機械装置及
び運搬具) 

(2,169,049) (1,063,777) (1,105,272)

合計 3,667,027 1,585,582 2,081,444 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 697,163千円

１年超 1,443,316千円

計 2,140,479千円

  
１年内 590,686千円

１年超 1,086,583千円

計 1,677,270千円

１年内 756,109千円

１年超 1,476,835千円

計 2,232,944千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 
  

支払リース料 474,028千円

減価償却費相当額 356,726千円

支払利息相当額 130,139千円

  
支払リース料 323,308千円

減価償却費相当額 318,622千円

支払利息相当額 15,605千円

支払リース料 985,731千円

減価償却費相当額 750,696千円

支払利息相当額 258,332千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

―――――― ２．オペレーティング・リース取引 ―――――― 
   未経過リース料   

    
１年内 428,869千円

１年超 709,540千円

計 1,138,410千円

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 

―――――― （追加情報） ―――――― 
   従来、ファイナンス・リース取引の判定を

行うに当たり、会社が把握できるメンテナン

ス・リース料を維持管理費用相当額として控

除の上、取引の判定を行っておりましたが、

当中間連結会計期間より、メンテナンス・リ

ース料以外の維持管理費用の重要性を勘案

し、これを考慮することによりファイナン

ス・リース取引の判定を行うことといたしま

した。 

 これにより、「機械装置及び運搬具」のリ

ース物件において、オペレーティング・リー

スに該当するリース物件が発生しておりま

す。 

  



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券で時価のあるものについて、次のとおり減損処理を行っております。 

 なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価の50％以上下落した場合をもって、著しく下落したものと判定しております。 

  

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

  

  

  

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

取得原価 
（千円） 

中間連結
貸借対照
表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価
（千円） 

中間連結
貸借対照
表計上額
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

連結貸借
対照表 
計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 株式 930,567 2,439,628 1,509,061 1,819,736 2,333,734 513,998 1,810,007 3,254,183 1,444,176

(2) 債券     

   国債・地方債 － － － － － － － － －

   社債 － － － － － － － － －

   その他 － － － － － － － － －

(3) その他 499,752 490,301 △  9,450 － － － － － －

合計 1,430,320 2,929,930 1,499,610 1,819,736 2,333,734 513,998 1,810,007 3,254,183 1,444,176

  前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

時価のある株式（千円） 142,659 － － 

  前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

  中間連結貸借対照表計上額
（千円） 

中間連結貸借対照表計上額
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 1,723,555 4,275,676 726,504 

その他 10,000 10,000 10,000 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

 なお、為替予約取引を行っております

が、ヘッジ会計を適用しておりますので、

注記の対象から除いております。 

 該当事項はありません。  ヘッジ会計を適用しておりますので記載

を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、特に商品の販売方法、市場の類似性及び事業形態の違いを

考慮しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は895,755千円であり、その主なものは企業イ

メージ広告に要した費用及び当社の総務部、経理部等の管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）１．事業区分の方法の変更 

 事業区分の方法については、従来、商品の販売方法、市場の類似性及び事業形態の違い等の観点から区分しておりま

すが、「不動産賃貸事業」において、主要な賃貸不動産を売却したことにより、「不動産賃貸事業」の売上高及び営業

利益（営業損失）の金額的重要性が乏しくなったため、「その他の事業」に含めて開示することといたしました。 

 なお、「その他の事業」に含まれる「不動産賃貸事業」の売上高は9,000千円（うち、外部顧客に対する売上高は０

円）、営業費用は10,651千円、営業損失1,651千円であります。 

 また、平成18年４月１日株式会社ユニマットクリーンライフとの合併により、「レンタル事業」を新たな事業区分と

して開示することといたしました。 

２．事業区分の方法 

 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、特に商品の販売方法、市場の類似性及び事業形態の違いを

考慮しております。 

  
ＯＣＳ事業 
（千円） 

カフェ＆
レストラ
ン事業
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他の
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1) 外部顧客に対する
売上高 

13,017,008 3,433,727 147,802 1,533,137 18,131,675 － 18,131,675

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

42,371 16,861 19,425 108,576 187,235 △ 187,235 －

計 13,059,380 3,450,588 167,228 1,641,714 18,318,911 △ 187,235 18,131,675

営業費用 10,578,242 3,401,141 81,386 1,672,026 15,732,796 696,139 16,428,936

営業利益（又は営業損
失） 

2,481,137 49,446 85,842 △ 30,311 2,586,114 △ 883,374 1,702,739

  事業区分 主要商品

  ＯＣＳ事業 レギュラーコーヒー、砂糖、ミルク、清涼飲料等

  カフェ＆レストラン事業 コーヒー、ケーキ、レストランフード・ドリンク等

  不動産賃貸事業 不動産賃貸

  その他の事業 浄水器・浄水シャワー等のアクア商品及び一般衣料品等 

  
ＯＣＳ事業 
（千円） 

飲食事業
（千円） 

レンタル
事業 
（千円） 

その他の
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1) 外部顧客に対する
売上高 

13,627,238 5,387,866 3,420,400 335,088 22,770,593 － 22,770,593

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

514 530,530 16,939 42,248 590,232 △ 590,232 －

計 13,627,753 5,918,397 3,437,339 377,336 23,360,826 △ 590,232 22,770,593

営業費用 11,134,438 5,771,675 2,842,492 515,441 20,264,047 574,910 20,838,957

営業利益（又は営業損
失） 

2,493,314 146,722 594,846 △ 138,104 3,096,779 △1,165,143 1,931,635



３．各区分に属する主要な商品 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,166,616千円であり、その主なものは企業イ

メージ広告に要した費用及び当社の総務部、経理部等の管理部門に係る費用であります。 

５．会計処理の方法の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準委員会  

平成17年12月27日 企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計適用指針第10号）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来、営業外費用の「営業権償却費」として処理していたものは、当中間連結会計期間から販売費

及び一般管理費の「のれん償却費」として処理しております。 

 これにより、「ＯＣＳ事業」、「飲食事業」及び「その他の事業」の営業費用がそれぞれ18,732千円、23,820千円、

6,584千円増加し、営業利益（営業損失）が同額減少（増加）しております。 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

 事業区分は、内部管理上採用している区分によっており、特に商品の販売方法、市場の類似性及び事業形態の違いを

考慮しております。 

２．各区分に属する主要な商品 

 

  事業区分 主要商品

  ＯＣＳ事業 コーヒー、砂糖、ミルク、清涼飲料等

  飲食事業 コーヒー、ケーキ、レストランフード・ドリンク等及びコーヒー等の自家製品 

  レンタル事業 マット、モップ、空気清浄機及び浄水器等の環境美化用品のレンタル及び販売 

  その他の事業 ケアサポート施設の運営等

  
ＯＣＳ事業 
（千円） 

飲食事業
（千円） 

不動産賃貸
事業 
（千円） 

その他の
事業 
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全
社 
（千円） 

連結 
（千円） 

売上高    

(1) 外部顧客に対する
売上高 

26,823,486 8,997,278 214,676 1,701,388 37,736,830 － 37,736,830

(2) セグメント間の内
部売上高又は振替
高 

42,750 768,148 30,863 117,128 958,891 △ 958,891 －

計 26,866,237 9,765,426 245,539 1,818,517 38,695,721 △ 958,891 37,736,830

営業費用 21,497,412 9,881,853 120,586 2,000,871 33,500,724 771,340 34,272,064

営業利益（又は営業損
失） 

5,368,825 △ 116,427 124,953 △ 182,354 5,194,997 △1,730,231 3,464,765

  事業区分 主要商品

  ＯＣＳ事業 コーヒー、砂糖、ミルク、清涼飲料等

  飲食事業 コーヒー、ケーキ、レストランフード・ドリンク等及びコーヒー等の自家製品 

  不動産賃貸事業 不動産賃貸 

  その他の事業 浄水器等のアクア商品、ケアサポート施設の運営等



３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,746,695千円であり、その主なものは企業イ

メージ広告に要した費用及び当社の総務部、経理部等の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平

成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

  

  



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平

成18年９月30日）及び前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

 



（企業結合等関係） 

   

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――― パーチェス法の適用 ―――――― 

   当社は平成18年４月１日をもっ

て、当社を存続会社、株式会社ユニ

マットクリーンライフを消滅会社と

する合併をいたしました。 

 当社は当中間連結会計期間の中間

連結財務諸表の作成にあたり、「企

業結合に係る会計基準」(企業会計

審議会 平成15年10月31日)及び

「事業分離等に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12

月27日  企業会計基準第７号)並

びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計適用指針第10号）

を適用しております。 

 具体的には当社を取得会社、株式

会社ユニマットクリーンライフを被

取得会社としたパーチェス法により

連結財務諸表を作成しております。 

  

  １．被取得企業の名称及び事業の内

容、企業結合を行った主な理由、

企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称 

  

   (1) 被取得企業の名称   

   株式会社ユニマットクリーン

ライフ 

  

  (2) 事業の内容   

   マット、モップ、空気清浄機

及び浄水器等の環境美化用品の

レンタル及び販売、オフィス、

レストラン等の清掃業務ならび

にリサイクルトナーの販売・回

収業 

  

  (3) 企業結合を行った主な理由   

   当社と株式会社ユニマットク

リーンライフは、合併により、

全国展開を行う当社の営業網を

株式会社ユニマットクリーンラ

イフが活用することで、極めて

短期間に全国展開を図ることに

より業績を拡大し、また、物

流・営業・管理等の効率化によ

るコスト削減からもたらされる

相乗効果で収益力を強化するこ

とにより企業価値を向上させる

という考え方に基づき、両社で

協議し合意に至りました。 

  

  (4) 企業結合日   

   平成18年４月１日   



  
 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (5) 企業結合の法的形式   

   当社を存続会社とし、株式会

社ユニマットクリーンライフは

解散いたしました。 

  

  (6) 結合後企業の名称   

   株式会社ユニマットライフ   

  ２．中間連結財務諸表に含まれてい

る被取得企業の業績の期間 

  

   当中間連結会計期間開始日の

結合のため、当中間連結会計期

間に含まれている業績は平成18

年４月１日から平成18年９月30

日となっております。 

  

  ３．取得の対価として交付した株式

の種類別の交換比率及びその算定

方法 

  

   合併に際し普通株式

4,411,500株を発行し、合併期

日前日の最終の株式会社ユニマ

ットクリーンライフの株主名簿

に記載または記録された株主に

対して、その所有する株式会社

ユニマットクリーンライフの株

式１株につき当社の株式173株

を割当交付いたしました。 

 合併比率については、当社は

日興コーディアル証券株式会社

に、株式会社ユニマットクリー

ンライフは大和証券エスエムビ

ーシー株式会社に、それぞれ第

三者機関として合併比率の算定

を依頼し、両社が交渉・協議を

行い決定いたしました。 

  

  ４．発生したのれんの金額、発生原

因、償却方法及び償却期間 

  

  (1) のれんの金額   

   4,701,966千円   

  (2) 発生原因   

   取得原価が企業結合時の時価

純資産を上回ったため、その差

額をのれんとして認識しており

ます。 

  

  (3) 償却方法及び償却期間   

   効果の発現する期間を合理的

に見積り、当該期間の20年間で

償却しております。 

  

  ５．企業結合日に受け入れた資産及

び引受けた負債の額並びにその主

な内訳 

  

  
 
流動資産 1,361,203千円

固定資産 1,710,263千円

資産合計 3,071,467千円

流動負債 1,292,776千円

固定負債 494,920千円

負債合計 1,787,697千円

  



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,117.24円

１株当たり中間純利益
金額 

38.89円

  
１株当たり純資産額 1,186.16円

１株当たり中間純利益
金額 

45.60円

１株当たり純資産額 1,142.55円

１株当たり当期純利益
金額 

65.61円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 797,776 1,136,542 1,346,002 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

797,776 1,136,542 1,346,002 

期中平均株式数（千株） 20,515 24,926 20,515 



（重要な後発事象） 

   

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

株式取得による子会社化 

 当社は、平成17年10月３日開催の

取締役会決議に基づき、キャラバン

コーヒー株式会社の第三者割当増資

引き受けにより、株式を新規取得

し、同社を子会社といたしました。 

(1) 子会社化の目的 

 当社グループのコーヒー豆の仕

入れの安定と原価の低減を図り、

並びにリテール市場への新たな参

入を目的として、同社を子会社化

いたしました。 

(2) 第三者割当増資の実施要領 

①取得株式数    200,000株 

②取得価額     100,000千円 

③取得割合      52.6％ 

④払込期日 平成17年10月18日 

(3) 当該会社の概要 

①商号 

 キャラバンコーヒー株式会社 

②本店所在地 

 神奈川県横浜市中区山下町

160 

③事業の内容 

 各国産コーヒー焙煎精製卸、

業務用食材卸、コーヒー器具雑

貨卸、直営コーヒーショップ経

営 

④経営成績及び財政状態（平成17

年３月期） 

売上高    4,981,146千円 

当期純利益    6,243千円 

資産合計   2,670,636千円 

負債合計   2,542,934千円 

資本合計    127,701千円 

従業員数      174人 

資本金     90,000千円 

発行済株式総数 180,000株 

―――――― 当社と株式会社ユニマットクリーン

ライフとの合併 

 当社と株式会社ユニマットクリー

ンライフは、平成18年４月１日をも

って合併いたしました。 

(1) 合併の目的 

 当社と株式会社ユニマットクリ

ーンライフは、合併により、全国

展開を行う当社の営業網を株式会

社ユニマットクリーンライフが活

用することで、極めて短期間に全

国展開を図ることにより業績を拡

大し、また、物流・営業・管理等

の効率化によるコスト削減からも

たらされる相乗効果で収益力を強

化することにより企業価値を向上

させるという考え方に基づき、両

社で協議し合意に至りました。 

(2) 合併の方法 

 当社を存続会社とし、株式会社

ユニマットクリーンライフは解散

いたしました。 

(3) 合併期日 

 平成18年４月１日 

(4) 合併後の商号 

 株式会社ユニマットライフと称

し、英文では、UNIMAT LIFE 

CORPORATIONと表示いたします。 

(5) 合併に際して発行する株式及び

その割当 

 当社は、合併に際し普通株式

4,411,500株を発行し、合併期日

前日の最終の株式会社ユニマット

クリーンライフの株主名簿に記載

または記録された株主に対して、

その所有する株式会社ユニマット

クリーンライフの株式１株につき

当社の株式173株を割当交付いた

しました。 

(6) 増加すべき資本金 

 資本金の増加はありません。 

(7) 合併による引継財産 

 資産合計   7,686,433千円 

 負債合計   1,726,497千円 

(8) 合併交付金 

 合併期日前日の最終の株式会社

ユニマットクリーンライフの株主

名簿に記載された株主に対し、そ

の所有する株式会社ユニマットク

リーンライフの株式１株につき

2,400円の合併交付金を、平成18

年３月期の利益配当金に代えて、

合併期日後３ヶ月以内に支払いま

す。 



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

合併契約書の締結 

 当社は、強靭な企業体質を確立

し、更なる企業価値の向上を実現す

るために、株式会社ユニマットクリ

ーンライフと合併することについて

基本的に合意し、平成17年11月４日

開催の取締役会決議に基づき、同日

合併契約書を締結いたしました。 

(1) 合併の目的 

 産業構造の変化、市場動向の多

様性により同業他社との競争が激

しさを増す中、更なる業績の拡大

を図る新たな方向性を両社とも求

めておりました。また、株式会社

ユニマットクリーンライフは、株

主及び投資家から、その成長のス

ピード及び規模の拡大に対し高い

期待を受けるようになりました。

 このような状況下において、両

社は、強靭な企業体質を確立し、

更なる企業価値の向上を実現する

ために、合併を選択いたしまし

た。 

 合併により、全国展開を行う当

社の営業網を株式会社ユニマット

クリーンライフが活用すること

で、極めて短期間に全国展開が可

能になり業績の拡大が図れるこ

と、及び物流・営業・管理等の効

率化によるコスト削減からもたら

される相乗効果で収益力の強化を

図ることができます。加えて、両

社の持つ企業情報、地域情報、業

務ノウハウ等を集約し、新規顧客

の拡大、新規商品の開発及び新規

分野への挑戦等積極的な事業活動

の展開が可能となります。 

(2) 合併契約書の概要 

①合併の方法 

 当社は存続し、株式会社ユニ

マットクリーンライフは解散い

たします。 

②合併期日 

 平成18年４月１日といたしま

す。ただし、合併手続きの進行

に応じ必要があるときは、両者

協議の上これを変更することが

あります。 

③合併後の商号 

 株式会社ユニマットライフと

称し、英文では、UNIMAT LIFE 

CORPORATIONと表示いたしま

す。 

  (9) 新株式に対する利益配当の起算

日 

 当社が合併により発行する新株

式に対する利益配当の計算は、合

併期日を起算日としてこれを行い

ます。 

(10)被合併会社の概要 

①商号 

 株式会社ユニマットクリーン

ライフ 

②本店所在地 

 東京都港区南青山２丁目12番

14号 

③代表者 

 芝岡 裕之 

④資本金 

 441,500千円（平成18年３月

31日現在） 

⑤事業の内容 

 マット、モップ、空気清浄機

及び環境美化用品のレンタル及

び販売、オフィス、レストラン

等の清掃業務ならびにリサイク

ルトナーの販売・回収業 

⑥経営成績及び財政状態（平成18

年３月期） 

 売上高    6,556,483千円 

 当期純利益   334,853千円 

 資産合計   3,071,467千円 

 負債合計   1,726,497千円 

 資本合計   1,344,970千円 

従業員数      501人 

  



  

 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④合併に際して発行する株式及び

その割当 

 当社は、合併に際し普通株式

4,411,500株を発行し、合併期

日前日最終の株式会社ユニマッ

トクリーンライフの株主名簿に

記載または記録された株主に対

して、その所有する株式会社ユ

ニマットクリーンライフの株式

１株につき当社の株式173株を

割当交付いたします。 

⑤増加すべき資本金及び準備金等 

 当社が合併により増加すべき

資本準備金、利益準備金及び任

意積立金その他の留保利益の額

は、次のとおりといたします。

ただし、合併期日における株式

会社ユニマットクリーンライフ

の資産及び負債の状況等によ

り、両者協議の上、これを変更

することがあります。 

イ資本準備金 

 商法第288条ノ２第１項第

５号の超過額から利益準備金

及び任意積立金その他の留保

利益の金額を控除した額とい

たします。 

ロ利益準備金 

 合併期日における株式会社

ユニマットクリーンライフの

利益準備金の額といたしま

す。 

ハ任意積立金その他の留保利益

の額 

 合併期日における株式会社

ユニマットクリーンライフの

任意積立金その他の留保利益

の額といたします。ただし、

積立てるべき科目及び金額は

当社が決定いたします。 

⑥両社合併契約承認株主総会 

 平成17年12月20日 

⑦財産及び権利義務の引継ぎ 

 当社は、株式会社ユニマット

クリーンライフの平成17年９月

30日現在の貸借対照表その他同

日現在の計算書を基礎とし、こ

れに合併期日前日に至るまでの

増減を加除した資産、負債及び

権利義務の一切を合併期日にお

いて引継ぎます。 

  子会社の合併 

 連結子会社キャラバンコーヒー株

式会社は、連結子会社株式会社ユニ

マットリレーションを平成18年４月

１日をもって吸収合併いたしまし

た。 

 同時に、商号をユニマットキャラ

バン株式会社に変更いたしました。 

(1) 合併の目的 

 子会社２社を合併し、双方の持

つ経営資産・技術を合わせること

により、グループ全体の経営効率

化と事業基盤の強化を図るもので

あります。 

(2) 合併方式 

 キャラバンコーヒー株式会社を

存続会社とする吸収合併方式で、

株式会社ユニマットリレーション

は解散いたしました。 

(3) 資本金の増加 

 資本金の増加はありません。 

(4) 合併期日 

 平成18年４月１日 

(5) 合併による引継財産 

キャラバンコーヒー株式会社が

株式会社ユニマットリレーション

から引継いだ資産、負債は以下の

とおりであります。 

資産合計     807,122千円 

負債合計     514,472千円 

  



  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

⑧合併交付金 

 合併期日前日最終の株式会社

ユニマットクリーンライフの株

主名簿に記載された株主に対

し、その所有する株式会社ユニ

マットクリーンライフの株式１

株につき2,400円の合併交付金

を、平成18年３月期の利益配当

金に代えて、合併期日後３ヶ月

以内に支払います。ただし、こ

の交付金は合併期日前日におけ

る株式会社ユニマットクリーン

ライフの資産及び負債の状況そ

の他経済情勢の変化に応じ、両

者協議の上、これを変更するこ

とがあります。 

⑨新株式に対する利益配当の起算

日 

 当社が合併により発行する新

株式に対する利益配当の計算

は、合併期日を起算日としてこ

れを行います。 

(3) 被合併会社の概要 

①商号 

 株式会社ユニマットクリーン

ライフ 

②本店所在地 

 東京都港区南青山２丁目12番

14号 

③代表者 

 代表取締役 芝岡 裕之 

④資本金 

 441,500千円（平成17年３月

31日現在） 

⑤事業の内容 

 マット、モップ、空気清浄機

及び環境美化用品のレンタル及

び販売、オフィス、レストラン

等の清掃業務ならびにリサイク

ルトナーの販売・回収業 

⑥経営成績及び財政状態（平成17

年３月期） 

 売上高    6,059,699千円 

当期純利益   280,334千円 

資産合計   2,844,460千円 

負債合計   1,786,140千円 

資本合計   1,058,320千円 

従業員数      484人 

   子会社への営業譲渡 

 当社は、連結子会社であるユニマ

ットキャラバン株式会社と、飲食事

業に係る営業譲渡契約書を平成18年

４月25日付で締結し、平成18年５月

１日付で譲渡をいたしました。 

(1) 譲渡の目的 

 当社グループ内の経営の効率

化、合理化を進めるため、連結子

会社であるニマットキャラバン株

式会社に営業譲渡することによ

り、当社グループにおける飲食事

業をユニマットキャラバン株式会

社に集約し、飲食事業の経営効率

の向上を図るとともに、当社にお

いてはコア事業であるＯＣＳ事業

及びレンタル事業に経営資源を集

約し、より一層の収益力の向上を

図ってまいります。 

 この度の営業譲渡は事業の集約

化・再編により当社グループ全体

の事業収益性の強化を図ることが

目的であります。 

(2) 譲渡する相手会社の名称 

 ユニマットキャラバン株式会社 

(3) 譲渡する事業の内容 

 飲食事業 

(4) 譲渡する資産・負債の総額 

 譲渡日現在の譲渡する事業に係

る資産・負債といたします。 

  資産合計   2,982,670千円 

  負債合計     4,230千円 

  



２【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１ 現金及び預金   5,339,815  4,404,752 4,409,042  

２ 受取手形 ※３ 5,897  21,937 6,255  

３ 売掛金   1,970,088  2,753,492 2,226,615  

４ 棚卸資産   623,566  652,726 658,270  

５ 短期貸付金   －  5,000,000 5,000,000  

６ その他   1,195,016  1,069,450 1,319,325  

貸倒引当金   △  7,960  △  5,330 △  6,460  

流動資産合計    9,126,424 29.9 13,897,030 36.6  13,613,048 44.0

Ⅱ 固定資産       

１ 有形固定資産       

(1) 建物 ※１ 3,510,383  675,358 1,861,140  

(2) 工具器具備品 ※１ 1,295,657  1,064,607 1,242,809  

(3) ＯＣＳ貸与備品 ※１ 2,393,043  2,644,843 2,484,745  

(4) 土地   3,286,376  680,157 1,881,729  

(5) その他 ※１ 66,756  104,636 86,865  

計   10,552,217  5,169,604 7,557,291  

２ 無形固定資産       

(1) 営業権   232,546  － 172,272  

(2) のれん   －  4,681,931 －  

(3) その他   138,095  282,419 250,166  

計   370,641  4,964,351 422,439  

３ 投資その他の資産       

(1) 投資有価証券   4,663,486  6,604,462 3,987,539  

(2) 関係会社株式   1,025,000  1,325,000 1,250,000  

(3) 関係会社長期貸
付金 

  1,406,500  3,205,500 695,500  

(4) 敷金保証金   3,056,085  1,427,170 3,022,582  

(5) その他   311,669  1,418,206 366,666  

貸倒引当金   △  3,928  △  8,230 △  4,181  

計   10,458,812  13,972,109 9,318,106  

固定資産合計    21,381,672 70.1 24,106,065 63.4  17,297,836 56.0

Ⅲ 繰延資産    4,000 0.0 － －  － －

資産合計    30,512,096 100.0 38,003,096 100.0  30,910,885 100.0

        



  

 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１ 買掛金   663,756  1,475,105 1,294,565  

２ １年内返済予定長
期借入金 

  120,000  200,400 120,000  

３ 未払金   1,043,125  1,146,395 1,326,058  

４ 未払法人税等   312,323  930,564 438,390  

５ 賞与引当金   589,000  705,000 597,000  

６ その他   1,261,199  763,158 759,574  

流動負債合計    3,989,404 13.1 5,220,623 13.8  4,535,588 14.7

Ⅱ 固定負債       

１ 社債   1,050,000  － －  

２ 長期借入金   270,000  203,100 210,000  

３ 退職給付引当金   1,169,942  1,484,502 1,265,078  

４ 役員退職慰労引当
金 

  242,745  254,220 248,574  

５ その他   62,906  7,200 10,800  

固定負債合計    2,795,594 9.1 1,949,023 5.1  1,734,452 5.6

負債合計    6,784,998 22.2 7,169,646 18.9  6,270,040 20.3

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    5,641,750 18.5 － －  5,641,750 18.2

Ⅱ 資本剰余金       

１ 資本準備金   5,225,250  － 5,225,250  

２ その他資本剰余金   10  － 10  

資本剰余金合計    5,225,260 17.1 － －  5,225,260 16.9

Ⅲ 利益剰余金       

１ 利益準備金   210,000  － 210,000  

２ 任意積立金   9,834,082  － 9,834,082  

３ 中間（当期）未処
分利益 

  1,922,044  － 2,870,118  

利益剰余金合計    11,966,127 39.2 － －  12,914,201 41.8

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   899,766 3.0 － －  866,505 2.8

Ⅴ 自己株式    △  5,806 △ 0.0 － －  △  6,873 △ 0.0

資本合計    23,727,098 77.8 － －  24,640,844 79.7

負債資本合計    30,512,096 100.0 － －  30,910,885 100.0

（純資産の部）       

Ⅰ 株主資本       

１ 資本金    － － 5,641,750 14.8  － －

２ 資本剰余金       

(1) 資本準備金   －  11,185,186 －  

(2) その他資本剰余
金 

  －  30 －  

資本剰余金合計    － － 11,185,216 29.4  － －

３ 利益剰余金       

(1) 利益準備金   －  210,000 －  

(2) その他利益剰余
金 

      

特別償却準備金   －  18,984 －  

別途積立金   －  10,804,000 －  

繰越利益剰余金   －  2,672,547 －  

利益剰余金合計    － － 13,705,532 36.1  － －

４ 自己株式    － － △  7,448 △ 0.0  － －

株主資本合計    － － 30,525,050 80.3  － －

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評
価差額金 

   － － 308,398 0.8  － －

評価・換算差額等合
計 

   － － 308,398 0.8  － －

純資産合計    － － 30,833,449 81.1  － －

負債純資産合計    － － 38,003,096 100.0  － －

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    15,768,858 100.0 17,671,570 100.0  32,276,217 100.0

Ⅱ 売上原価    6,184,599 39.2 6,684,142 37.8  12,773,524 39.6

売上総利益    9,584,259 60.8 10,987,427 62.2  19,502,692 60.4

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   7,887,101 50.0 9,013,478 51.0  15,866,115 49.1

営業利益    1,697,157 10.8 1,973,949 11.2  3,636,576 11.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  111,755 0.7 162,950 0.9  204,258 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  118,211 0.8 29,220 0.2  321,250 1.0

経常利益    1,690,700 10.7 2,107,678 11.9  3,519,584 10.9

Ⅵ 特別利益    308,350 2.0 185,706 1.0  443,415 1.4

Ⅶ 特別損失 ※３  659,284 4.2 201,745 1.1  930,700 2.9

税引前中間（当
期）純利益 

   1,339,767 8.5 2,091,639 11.8  3,032,300 9.4

法人税、住民税及
び事業税 

  365,050  857,495 1,162,840  

法人税等調整額   54,669 419,719 2.7 32,515 890,011 5.0 1,338 1,164,178 3.6

中間（当期）純利
益 

   920,047 5.8 1,201,628 6.8  1,868,121 5.8

前期繰越利益    1,001,997 －  1,001,997 

中間（当期）未処
分利益 

   1,922,044 －  2,870,118 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

     当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

  

  次へ 

  

純       資      産

株   主   資   本
評価・換
算差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計 

その他有
価証券評
価差額金 資本準備金 

その他
資本 
剰余金 

資本剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 特別償却

準備金 別途積立金
繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 
残高（千円） 5,641,750 5,225,250 10 5,225,260 210,000 30,082 9,804,000 2,870,118 12,914,201 △ 6,873 23,774,339 866,505 24,640,844

中間会計期間中の
変動額              

合併による増加  5,959,936  5,959,936       5,959,936  5,959,936

特別償却準備金
の取崩し（注）      △11,098  11,098 －  －  －

別途積立金の積
立て（注）       1,000,000 △1,000,000 －  －  －

剰余金の配当 
(注)        △ 410,297 △ 410,297  △ 410,297  △ 410,297

中間純利益        1,201,628 1,201,628  1,201,628  1,201,628

自己株式の取得          △  834 △   834  △   834

自己株式の処分   19 19      258 278  278

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
（純額） 

           △558,106 △558,106

中間会計期間中の
変動額合計 
（千円） 

－ 5,959,936 19 5,959,956 － △11,098 1,000,000 △ 197,570 791,331 △  575 6,750,711 △558,106 6,192,604

平成18年９月30日 
残高（千円） 5,641,750 11,185,186 30 11,185,216 210,000 18,984 10,804,000 2,672,547 13,705,532 △ 7,448 30,525,050 308,398 30,833,449



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

 中間期末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定）を採用しておりま

す。 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

   移動平均法による原価法を

採用しております。 

同左 同左 

  (2) 棚卸資産 (2) 棚卸資産 (2) 棚卸資産 

  商品 商品 商品 

   移動平均法による原価法 同左 同左 

  原材料 原材料 原材料 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除

く）、埼玉工場及び滋賀工場の

建物（附属設備を含む）・構築

物・機械装置・工具器具備品に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

 定率法を採用しております。

ただし、建物（附属設備を除

く）については定額法を採用し

ております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物      11年～47年 建物      ３年～49年 建物      11年～47年 

  ＯＣＳ貸与備品    ５年 ＯＣＳ貸与備品    ５年 ＯＣＳ貸与備品    ５年 

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

  営業権 のれん 営業権 

   定額法（５年）を採用してお

ります。 

 定額法（５年）を採用してお

ります。 

 ただし、株式会社ユニマット

クリーンライフとの合併に係る

のれんについては、効果の発現

する期間を合理的に見積もった

期間（20年）で償却しておりま

す。 

 定額法（５年）を採用してお

ります。 

  ソフトウェア（自社利用） ソフトウェア（自社利用） ソフトウェア（自社利用） 

   社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

 社内における利用可能期間

（３～５年）に基づく定額法を

採用しております。 

 社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用

しております。 

  その他の無形固定資産 その他の無形固定資産 その他の無形固定資産 

   定額法 同左 同左 



  
 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 

  (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金 

   従業員への賞与の支給に備え

るため、賞与支給見込額の当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

同左  従業員への賞与の支給に備え

るため、翌期支給見込額の当期

負担分を計上しております。 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（７年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

  （会計方針の変更）   （会計方針の変更） 

   当中間会計期間より「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正」（企業会計基準第３号 平

成17年３月16日）及び「「退職

給付に係る会計基準」の一部改

正に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第７号 平成17

年３月16日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影

響はありません。 

   当事業年度より「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正」

（企業会計基準第３号 平成17

年３月16日）及び「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正に

関する適用指針」（企業会計基

準適用指針第７号 平成17年３

月16日）を適用しております。

これによる損益に与える影響は

ありません。 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 



  

 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５． その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のための

基本となる重要な事項 

(1) 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる特別償却準備金の積立て及

び取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。 

(1) 中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している特別償却準

備金の取崩しを前提として、当

中間会計期間に係る金額を計算

しております。 

(1)    ――――― 

  (2) 消費税等の会計処理 (2) 消費税等の会計処理 (2) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。  税抜方式によっております。

ただし、固定資産に係る控除対

象外消費税は長期前払費用に計

上し、５年間で均等償却を行っ

ております。 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

   

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） ―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

   当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

―――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

―――――― 

   当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金

額は、30,833,449千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

  

  

―――――― （企業結合に係る会計基準等） ―――――― 

   当中間会計期間から「企業結合に係る会

計基準」(企業会計審議会 平成15年10月31

日)及び「事業分離等に関する会計基準」

(企業会計基準委員会  平成17年12月27日

企業会計基準第７号)並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月27日 企業会計適用指針第10号）を適用

しております。 

 中間財務諸表等規則の改正による中間財

務諸表の表示に関する変更は以下のとおり

であります。 

  

  （中間貸借対照表）   

   前中間会計期間において、「無形固定資

産」に含めていた「営業権」は、当中間会

計期間から「のれん」と表示しておりま

す。 

  

 なお、前中間会計期間において、営業外

費用として処理していた「営業権償却費」

は、当中間会計期間から販売費及び一般管

理費の「のれん償却費」として処理してお

ります。 

 これにより、営業利益は25,819千円減少

しておりますが、経常利益及び中間純利益

に与える影響はありません。 

  



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

―――――― （中間貸借対照表） 

   「短期貸付金」は、前中間会計期間まで、流動資産の「その他」

に含めて表示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の

総額の100分の５を超えたため区分掲記いたしました。 

 なお、前中間会計期間末の「短期貸付金」の金額は100,000千円

であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

6,508,730千円 6,693,910千円 6,707,644千円 

――――――  ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

   次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っており

ます。 

 次の関係会社について、金融機関か

らの借入に対し債務保証を行っており

ます。 

  
  

保証先 金額 内容 

ユニマットキ
ャラバン㈱ 

300,000千円 借入債務 

計 300,000千円 － 

保証先 金額 内容 

キャラバンコ
ーヒー㈱ 

300,000千円 借入債務 

計 300,000千円 － 

―――――― ※３ 中間期末日満期手形 ―――――― 

   中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当中間会

計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間期末日満期手形

が中間期末残高に含まれておりま

す。 

  

  
  

受取手形 3,226千円   



（中間損益計算書関係） 

  

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求で売却したことによる減少であります。 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの ※１ 営業外収益のうち重要なもの 
  

受取利息 11,906千円

受取配当金 32,076千円

受取賃貸料 26,627千円

美術館収入 18,958千円

  

  
受取利息 100,794千円

  

受取利息 31,282千円

受取賃貸料 49,870千円

美術館収入 36,370千円

※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの ※２ 営業外費用のうち重要なもの 
  

支払利息 2,878千円

賃貸費用 28,590千円

営業権償却費 70,580千円

  
支払利息 3,210千円

賃貸費用 10,844千円

商品等廃棄損 8,775千円

支払利息 4,615千円

賃貸費用 52,145千円

営業権償却費 143,737千円

※３ 特別損失のうち重要なもの ※３     ―――――― ※３ 特別損失のうち重要なもの 
  

固定資産除却損 395,404千円
  

固定資産除却損 625,791千円

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 
  

有形固定資産 662,708千円

無形固定資産 74,237千円

  
有形固定資産 602,199千円

無形固定資産 167,106千円

有形固定資産 1,452,045千円

無形固定資産 160,316千円

  
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加

株式数（千株） 
当中間会計期間減少

株式数（千株） 
当中間会計期間末株

式数（千株） 

普通株式（注）１，２ 5 0 0 5 

合計 5 0 0 5 



（リース取引関係） 

    

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 
  

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具備品 80,613 42,160 38,452 

ＯＣＳ貸与備
品 

974,582 233,672 740,910 

有形固定資産
その他 1,881,256 897,952 983,304 

(車両運搬具) (1,881,256) (897,952) (983,304)

合計 2,936,452 1,173,786 1,762,666 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

工具器具備品 100,734 78,711 22,022 

ＯＣＳ貸与備
品 

1,235,100 471,424 763,675 

有形固定資産
その他 1,156,958 581,109 575,849 

(機械及び装
置) 

(21,345) (14,622) (6,722)

(車両運搬具) (1,135,612) (566,486) (569,126)

合計 2,492,793 1,131,245 1,361,547 

  

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

工具器具備品 113,013 76,230 36,782 

ＯＣＳ貸与備
品 

1,180,649 345,178 835,471 

有形固定資産
その他 1,933,289 955,191 978,098 

(車両運搬具) (1,933,289) (955,191) (978,098)

合計 3,226,952 1,376,600 1,850,352 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 634,362千円

１年超 1,272,226千円

計 1,906,588千円

  
１年内 501,062千円

１年超 874,169千円

計 1,375,231千円

１年内 677,324千円

１年超 1,311,208千円

計 1,988,532千円

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 
  

支払リース料 441,968千円

減価償却費相当額 316,210千円

支払利息相当額 123,958千円

  
支払リース料 289,303千円

減価償却費相当額 274,011千円

支払利息相当額 10,939千円

支払リース料 921,718千円

減価償却費相当額 668,827千円

支払利息相当額 245,677千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

同左 同左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

同左 同左 

―――――― ２．オペレーティング・リース取引 ―――――― 
   未経過リース料   

  
  

１年内 409,322千円

１年超 647,511千円

計 1,056,833千円

  

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

同左 同左 

―――――― （追加情報） ―――――― 
   従来、ファイナンス・リース取引の判定を

行うに当たり、会社が把握できるメンテナン

ス・リース料を維持管理費用相当額として控

除の上、取引の判定を行っておりましたが、

当中間会計期間より、メンテナンス・リース

料以外の維持管理費用の重要性を勘案し、こ

れを考慮することによりファイナンス・リー

ス取引の判定を行うことといたしました。 

 これにより、「車両運搬具」のリース物件

において、オペレーティング・リースに該当

するリース物件が発生しております。 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（企業結合等関係） 

 当中間会計期間における企業結合は、中間連結財務諸表に記載しております。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,156.55円

１株当たり中間純利益金
額 

44.85円

  
１株当たり純資産額 1,237.00円

１株当たり中間純利益金
額 

48.21円

１株当たり純資産額 1,201.12円

１株当たり当期純利益金
額 

91.06円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 920,047 1,201,628 1,868,121 

普通株主に帰属しない金額（千円） －   

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

920,047 1,201,628 1,868,121 

期中平均株式数（千株） 20,515 24,926 20,515 



（重要な後発事象） 

  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

株式取得による子会社化 

 当社は、平成17年10月３日開催の

取締役会決議に基づき、キャラバン

コーヒー株式会社の第三者割当増資

引き受けにより、株式を新規取得

し、同社を子会社といたしました。 

(1) 子会社化の目的 

 当社のコーヒー豆の仕入れの安

定と原価の低減を図り、並びにリ

テール市場への新たな参入を目的

として、同社を子会社化いたしま

した。 

(2) 第三者割当増資の実施要領 

①取得株式数    200,000株 

②取得価額     100,000千円 

③取得割合      52.6％ 

④払込期日 平成17年10月18日 

(3) 当該会社の概要 

①商号 

 キャラバンコーヒー株式会社 

②本店所在地 

 神奈川県横浜市中区山下町160 

③事業の内容 

 各国産コーヒー焙煎精製卸、

業務用食材卸、コーヒー器具雑

貨卸、直営コーヒーショップ経

営 

④経営成績及び財政状態（平成17

年３月期） 

売上高    4,981,146千円 

当期純利益    6,243千円 

資産合計   2,670,636千円 

負債合計   2,542,934千円 

資本合計    127,701千円 

従業員数      174人 

資本金     90,000千円 

発行済株式総数 180,000株 

子会社との合併 

 当社は、連結子会社である株式会

社ユニマットコミュニケーションズ

を平成19年１月１日をもって吸収合

併いたします。 

  

(1) 合併の目的 

 当子会社は、営業活動を停止し

ております。 

 今回、当社が吸収合併すること

により、子会社管理の簡潔化を図

るものであります。 

(2) 合併の要旨 

①合併の日程 

 合併契約書承認取締役会 

  平成18年10月17日 

 合併契約書の締結 

  平成18年10月18日 

 合併期日（効力発生日） 

  平成19年１月１日（予定） 

 合併登記 

  平成19年１月４日（予定） 

②合併方式 

 当社を存続会社とする吸収合

併方式で、株式会社ユニマット

コミュニケーションズは解散い

たします。なお、当社は、会社

法第796条第３項、株式会社ユニ

マットコミュニケーションズは

会社法第784条第１項に基づき、

合併契約書について株主総会の

承認を得ることなく合併を行な

います。 

 ③合併比率 

当社の100％子会社の吸収合併

であることにより、合併比率の

取り決めはありません。また、

合併による新株式の発行及び資

本金の増加は行ないません。 

(3) 会計処理の概要 

 当該合併は、共通支配下の取引

に該当し、会計処理につきまして

は、株式会社ユニマットコミュニ

ケーションズの適正な帳簿価額を

基礎として会計処理いたします。 

当社と株式会社ユニマットクリーン

ライフとの合併 

 当社と株式会社ユニマットクリー

ンライフは、平成18年４月１日をも

って合併いたしました。 

(1) 合併の目的 

 当社と株式会社ユニマットクリ

ーンライフは、合併により、全国

展開を行う当社の営業網を株式会

社ユニマットクリーンライフが活

用することで、極めて短期間に全

国展開を図ることにより業績を拡

大し、また、物流・営業・管理等

の効率化によるコスト削減からも

たらされる相乗効果で収益力を強

化することにより企業価値を向上

させるという考え方に基づき、両

社で協議し合意に至りました。 

(2) 合併の方法 

 当社を存続会社とし、株式会社

ユニマットクリーンライフは解散

いたしました。 

(3) 合併期日 

 平成18年４月１日 

(4) 合併後の商号 

株式会社ユニマットライフと称

し、英文では、UNIMAT LIFE 

CORPORATIONと表示いたします。 

(5) 合併に際して発行する株式及び

その割当 

 当社は、合併に際し普通株式

4,411,500株を発行し、合併期日前

日の最終の株式会社ユニマットク

リーンライフの株主名簿に記載ま

たは記録された株主に対して、そ

の所有する株式会社ユニマットク

リーンライフの株式１株につき当

社の株式173株を割当交付いたしま

した。 

(6) 増加すべき資本金 

 資本金の増加はありません。 

(7) 合併による引継財産 

  資産合計   7,686,433千円 

  負債合計   1,726,497千円 



  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

合併契約書の締結 

 当社は、強靭な企業体質を確立

し、更なる企業価値の向上を実現す

るために、株式会社ユニマットクリ

ーンライフと合併することについて

基本的に合意し、平成17年11月４日

開催の取締役会決議に基づき、同日

合併契約書を締結いたしました。 

 (1) 合併の目的 

 産業構造の変化、市場動向の多

様性により同業他社との競争が激

しさを増す中、更なる業績の拡大

を図る新たな方向性を両社とも求

めておりました。また、株式会社

ユニマットクリーンライフは、株

主及び投資家から、その成長のス

ピード及び規模の拡大に対し高い

期待を受けるようになりました。 

 このような状況下において、両

社は、強靭な企業体質を確立し、

更なる企業価値の向上を実現する

ために、合併を選択いたしまし

た。 

 合併により、全国展開を行う当

社の営業網を株式会社ユニマット

クリーンライフが活用すること

で、極めて短期間に全国展開が可

能になり業績の拡大が図れるこ

と、及び物流・営業・管理等の効

率化によるコスト削減からもたら

される相乗効果で収益力の強化を

図ることができます。加えて、両

社の持つ企業情報、地域情報、業

務ノウハウ等を集約し、新規顧客

の拡大、新規商品の開発及び新規

分野への挑戦等積極的な事業活動

の展開が可能となります。 

(2) 合併契約書の概要 

①合併の方法 

 当社は存続し、株式会社ユニ

マットクリーンライフは解散い

たします。 

②合併期日 

平成18年４月１日といたしま

す。ただし、合併手続きの進行

に応じ必要があるときは、両者

協議の上これを変更することが

あります。 

③合併後の商号 

 株式会社ユニマットライフと

称し、英文では、UNIMAT LIFE 

CORPORATIONと表示いたします。 

  (8) 合併交付金 

 合併期日前日の最終の株式会社ユ

ニマットクリーンライフの株主名簿

に記載された株主に対し、その所有

する株式会社ユニマットクリーンラ

イフの株式１株につき2,400円の合

併交付金を、平成18年３月期の利益

配当金に代えて、合併期日後３ヶ月

以内に支払います。 

(9) 新株式に対する利益配当の起算日 

 当社が合併により発行する新株式

に対する利益配当の計算は、合併期

日を起算日としてこれを行います。 

(10)被合併会社の概要 

①商号 

 株式会社ユニマットクリーンラ

イフ 

②本店所在地 

 東京都港区南青山２丁目12番14

号 

③代表者 

 芝岡 裕之 

④資本金 

 441,500千円（平成18年３月31

日現在） 

⑤事業の内容 

 マット、モップ、空気清浄機及

び環境美化用品のレンタル及び販

売、オフィス、レストラン等の清

掃業務ならびにリサイクルトナー

の販売・回収業 

⑥経営成績及び財政状態（平成18年

３月期） 

売上高   6,556,483千円 

当期純利益  334,853千円 

資産合計  3,071,467千円 

負債合計  1,726,497千円 

資本合計  1,344,970千円 

従業員数     501人 

  



  
 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

④合併に際して発行する株式及び

その割当 

 当社は、合併に際し普通株式

4,411,500株を発行し、合併期日

前日最終の株式会社ユニマット

クリーンライフの株主名簿に記

載または記録された株主に対し

て、その所有する株式会社ユニ

マットクリーンライフの株式１

株につき当社の株式173株を割当

交付いたします。 

⑤増加すべき資本金及び準備金等 

 当社が合併により増加すべき

資本準備金、利益準備金及び任

意積立金その他の留保利益の額

は、次のとおりといたします。

ただし、合併期日における株式

会社ユニマットクリーンライフ

の資産及び負債の状況等によ

り、両者協議の上、これを変更

することがあります。 

イ資本準備金 

 商法第288条ノ２第１項第５

号の超過額から利益準備金及

び任意積立金その他の留保利

益の金額を控除した額といた

します。 

ロ利益準備金 

 合併期日における株式会社

ユニマットクリーンライフの

利益準備金の額といたしま

す。 

ハ任意積立金その他の留保利益

の額 

 合併期日における株式会社

ユニマットクリーンライフの

任意積立金その他の留保利益

の額といたします。ただし、

積立てるべき科目及び金額は

当社が決定いたします。 

⑥両社合併契約承認株主総会 

  平成17年12月20日 

⑦財産及び権利義務の引継ぎ 

  当社は、株式会社ユニマット

クリーンライフの平成17年９月

30日現在の貸借対照表その他同

日現在の計算書を基礎とし、こ

れに合併期日前日に至るまでの

増減を加除した資産、負債及び

権利義務の一切を合併期日にお

いて引継ぎます。 

  子会社への営業譲渡 

 当社は、連結子会社であるユニマッ

トキャラバン株式会社と、飲食事業に

係る営業譲渡契約書を平成18年４月25

日付で締結し、平成18年５月１日付で

譲渡をいたしました。 

(1) 譲渡の目的 

 当社グループ内の経営の効率化、

合理化を進めるため、連結子会社で

あるニマットキャラバン株式会社に

営業譲渡することにより、当社グル

ープにおける飲食事業をユニマット

キャラバン株式会社に集約し、飲食

事業の経営効率の向上を図るととも

に、当社においてはコア事業である

ＯＣＳ事業及びレンタル事業に経営

資源を集約し、より一層の収益力の

向上を図ってまいります。 

 この度の営業譲渡は事業の集約

化・再編により当社グループ全体の

事業収益性の強化を図ることが目的

であります。 

(2) 譲渡する相手会社の名称 

 ユニマットキャラバン株式会社 

(3) 譲渡する事業の内容 

 飲食事業 

(4) 譲渡する資産・負債の総額 

 譲渡日現在の譲渡する事業に係る

資産・負債といたします。 

資産合計   2,982,670千円 

負債合計     4,230千円 

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

⑧合併交付金 

 合併期日前日最終の株式会社

ユニマットクリーンライフの株

主名簿に記載された株主に対

し、その所有する株式会社ユニ

マットクリーンライフの株式１

株につき2,400円の合併交付金

を、平成18年３月期の利益配当

金に代えて、合併期日後３ヶ月

以内に支払います。ただし、こ

の交付金は合併期日前日におけ

る株式会社ユニマットクリーン

ライフの資産及び負債の状況そ

の他経済情勢の変化に応じ、両

者協議の上、これを変更するこ

とがあります。 

⑨新株式に対する利益配当の起算

日 

 当社が合併により発行する新

株式に対する利益配当の計算

は、合併期日を起算日としてこ

れを行います。 

(3) 被合併会社の概要 

①商号 

 株式会社ユニマットクリーン

ライフ 

②本店所在地 

 東京都港区南青山２丁目12番

14号 

③代表者 

 代表取締役 芝岡 裕之 

④資本金 

 441,500千円（平成17年３月31

日現在） 

⑤事業の内容 

 マット、モップ、空気清浄機

及び環境美化用品のレンタル及

び販売、オフィス、レストラン

等の清掃業務ならびにリサイク

ルトナーの販売・回収業 

⑥経営成績及び財政状態（平成17

年３月期） 

 売上高   6,059,699千円 

当期純利益  280,334千円 

資産合計  2,844,460千円 

負債合計  1,786,140千円 

資本合計  1,058,320千円 

従業員数     484人 

    



(2) 【その他】 

平成18年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

①中間配当による配当金の総額…………………324,038千円 

②１株当たりの金額………………………………13円00銭 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日………平成18年12月18日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

  



第６【提出会社の参考情報】 
  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第15期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 

 平成18年４月３日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 平成18年７月26日関東財務局長に提出。 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（親会社の異動）の規定に基づく臨時報告書であります。 

  

 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１２月１６日

株式会社ユニマットオフィスコ     

  取 締 役 会    御 中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 安浪 重樹     印

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岸   務     印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ユニマットオフィスコの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行っ

た。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ユニマットオフィスコ及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月18日

株式会社ユニマットライフ     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 都甲 孝一   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮  直仁   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユニマットライフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18

年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計

算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社ユニマットライフ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成１７年１２月１６日

株式会社ユニマットオフィスコ     

  取 締 役 会    御 中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 安浪 重樹     印

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 岸   務     印

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ユニマットオフィスコの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１５期事業年度の中間会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中

間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユニマットオフィスコの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認

める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

      平成18年12月18日

株式会社ユニマットライフ     

取締役会 御中     

  あずさ監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 都甲 孝一   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮  直仁   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ユニマットライフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第16期事業年度の中間会計期間（平成18年

４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社ユニマットライフの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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